
 

参考１ 

 

大阪・光の饗宴実行委員会会計規程 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この規程は、大阪・光の饗宴実行委員会（以下「委員会」という。）の会計及び財産

管理に関し必要な事項を定め、委員会の財政及び運営状況を明らかにし、適正かつ能率的

な運営を図ることを目的とする。 

（会計の原則） 

第２条 委員会の会計は、法令、委員会規約の定めによるほか、次の各号に掲げる原則に適

合するものでなければならない。 

 (1) 会計処理に関し、真実の内容を明瞭に表示すること。 

 (2) すべての収入及び支出について、専用ソフトを使用する等し、正確な記帳整理をする

こと。 

 (3) 会計の処理方法及び手続について、みだりにこれを変更しないこと。 

（会計責任者） 

第３条 委員会の会計責任者は、大阪市経済戦略局理事の職にある大阪・光の饗宴実行委員

会委員長代行（以下、「会計責任者」という）とする。 

（会計関係書類） 

第４条 委員会は、予算及び会計に関する関係書類（軽易なものを除く。）を備え、所要の事

項を整然かつ明瞭に記録しなければならない。 

 

第２章 予 算 

（総計予算主義） 

第５条 １会計年度における一切の収入及び支出は、これを収支予算に編入しなければなら

ない。 

（予算の区分と執行） 

第６条 予算は各項目に区分する。 

２ 実行委員会の収入及び支出は、予算に基づいて執行する。 

（補正予算） 

第７条 予算の承認後に生じた理由により既定予算に追加その他の大幅な変更を加える必要

が生じたときは、委員会規約第８条の規定により、会議の承認を得て予算の補正を行う。 

（予算区分の流用） 

第８条 予算の執行にあたり、やむを得ない事由があると会計責任者が認めるときは、予算

残額の範囲内で、予算区分を超えて執行することができる。 

 

第３章 出 納 

（出納責任者） 

第９条 出納責任者は、会計責任者が指定する者をもって充て、御堂筋事業部及び中之島事

業部（以下、「事業部」という）に各１名置くものとする。 

２ 会計責任者は、出納責任者の所掌事務の一部を他の職員に補助させることができるもの

とする。 



 

（収入） 

第１０条 収入は、別記様式１により調定し、収納するものとする。 

２ 収納したときは、領収証書を発行しなければならない。ただし、金融機関から口座振替

により収納したときは、この限りでない。 

（支出） 

第１１条 支出の原因となる契約その他の行為を行うには、見積書その他証拠書類を添付し、

別記様式２－１により支出負担行為を行わなければならない。 

２ 前項の規定に係る債務が確定したときは、請求書その他証拠書類を添付し、別記様式２

－２により経費の支出を行うものとする。 

３ 経費の支出は、口座振替の方法による。ただし、特別の事由があるときはこの限りでな

い。 

（支出方法の特例） 

第１２条 経費の性質その他業務上特に必要があると認めるときは、資金前渡、概算払又は

前金払の方法により支出することができる。 

２ 前項の方法（前金払を除く。）により支出したときは、債務確定後直ちに領収書等を添付

し精算しなければならない。 

（現金保管） 

第１３条 現金は、所定の金庫又は金融機関への預金によって保管しなければならない。 

２ 預金通帳及び出納に使用する印鑑は、出納責任者、または各事業部長が所属する団体が

厳重に保管しなければならない。 

（小口現金） 

第１４条 出納責任者は、日々の現金支払に充てるため、事業部ごとに２０万円を限度に現

金を置くことができる。 

２ 前項の規定により難い場合は、あらかじめ会計責任者と協議し、必要な額の承認を受け

るものとする。 

３ 小口現金の管理については、各事業部で小口現金出納簿を設け、記録を行い、管理しな

ければならない。 

４ 出納責任者は、年度末に精算を行わなければならない。 

５ 前項に定めるもののほか、出納責任者は、随時に精算を行うことができる。 

（残高照合） 

第１５条 出納責任者は、小口現金について、現金出納終了のつど、その有高と帳簿残高と

を照合しなければならない。 

２ 出納責任者は、預金について、通帳又は残高を証明できる書類により、帳簿残高と照合

しなければならない。 

 

第４章 物 品 

（物品） 

第１６条 物品は、委員会に属する現金及び預金を除く一切の動産とする。 

（管理） 

第１７条 前条に掲げる物品のうち取得価格が１０万円を超すもの及び郵券類は、各事業部

で台帳を設け、記録を行い、管理しなければならない。 

  ただし、取得価格が１０万円を超える場合であっても、比較的短期間に消耗され、その

品質又は形状が変わるもの、及び工事、生産又は加工用として使用されるものについては、



 

この限りでない。 

（処分） 

第１８条 前条に掲げる物品の処分については、各事業部の長（以下、「部長」という）の決

裁を得てこれを行わなければならない。 

 

第５章 契 約 

（契約） 

第１９条 契約は、一般競争入札、指名競争入札又は随意契約の方法による。 

２ 前項に定める指名競争入札及び随意契約は、契約内容が地方自治法第２３４条第２項の

規定に準ずる場合に行うことができる。 

（契約書作成） 

第２０条 契約をするときは、契約の目的、契約金額、履行期限その他契約の履行に関し必

要な事項を記載した契約書を作成しなければならない。ただし、契約書を作成する必要が

ないと認められるときは、請書又はこれに準ずる書面をもって契約書に代えることができ

る。 

（検査調書の作成） 

第２１条 工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約を締

結した場合において、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認

（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若しくは製造の

既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。）をするため必要な監督又は検査をしなければ

ならない。 

２ 前項の検査を完了したときは、検査調書を作成しなければならない。ただし、契約金額

が 150 万円以下のものについては、納品書、工事の完了届書、請求書等にその旨を記載の上

記名押印し、当該契約担当者若しくは出納責任者の指定する職員が検査したことを示すことに

よってこれに代えることができる。 

 

第６章 決 算 

（決算） 

第２２条 会計責任者は、毎会計年度終了後、速やかに事業報告書及び収支決算書を作成し、

監事による監査を経て、委員会規約第８条の規定により委員会の承認を受けなければなら

ない。 

 

第７章 委 任 

（委任） 

第２３条 この規程に定めるもののほか、会計及び財務管理に関する事項については、出納

責任者が所属する団体の会計の取り扱いに順じて適正に処理を行うほか、必要に応じ当該

事業部の出納責任者が別に定める。（資金管理業務を委託する場合においては、各事業部長

が所属する団体の会計の取り扱いに準ずる。） 

 

附 則  

 この規程は、平成２５年５月１０日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 



 

附 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、令和５年 8月 1日から施行する。 


